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有価証券報告書提出予定日 平成 19 年６月 21 日   
 (百万円未満切捨て)
1. 平成 19 年３月期の連結業績（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率) 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年３月期 11,131 （5.6） 925 （23.9） 855 （30.8） 483 (△35.7) 
18 年３月期 10,545 （5.2） 747 （42.6） 654 （56.8） 751 ( 281.9) 

 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり   
当期純利益 

自己資本 
 当期純利益率

総資産 
 経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19 年３月期 34 64 － － 10.7 7.5 8.3 
18 年３月期 53 89 － － 18.8 6.1 7.1  
(参考) 1．持分法投資損益 19 年３月期 －百万円 18 年３月期 －百万円

 
(2) 連結財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
 百万円 百万円 ％ 円 銭

19 年３月期 12,279 4,684 38.2 335 85 
18 年３月期 10,668 4,337 40.7 310 96  
(参考) 自己資本  19 年３月期 4,684 百万円 18 年３月期 ― 百万円

 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況  

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー 

投資活動による 
 キャッシュ・フロー

財務活動による 
 キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
 期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年３月期 1,037 △517 568 2,790 
18 年３月期 1,702 △213 △889 1,701 

 
2. 配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 第１ 
四半期末 中間期末 第３ 

四半期末
期末 年間 

配当金総
額(年間) 

配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18 年３月期 － － － － － － 10 00 10 00 139 18.6 3.5
19 年３月期 － － － － － － 9 00 9 00 125 26.0 2.8
20 年３月期 

(予想) － － － － － － 9 00 9 00 － 27.7 －

 
3. 平成 20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 
 (％表示は、通期は対前期、中間期は対前中間期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期  5,383 (5.6) 249 (△22.6) 208 (△26.8) 119 (△21.8) 8 53 
通 期 11,452 (2.9) 906 (△2.1) 828 (△3.2) 453 (△6.1) 32 51 
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4. その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）    無 
 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更         無 
〔(注) 詳細は、21 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 19 年３月期 13,950,000 株 18 年３月期 13,950,000 株

 ② 期末自己株式数 19 年３月期 800 株 18 年３月期 800 株

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
(参考) 個別業績の概要 
1. 平成 19 年３月期の個別業績（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率) 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年３月期 10,703 (5.8） 899 （23.3） 829 （30.3） 470 (△36.6) 
18 年３月期 10,112 （4.5） 729 （50.1） 636 （69.0） 742 (314.9) 

 
 １株当たり当期純利益 潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

 円 銭 円 銭

19 年３月期 33 74 － － 
18 年３月期 53 25 － － 

 
(2) 個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19 年３月期 11,962 4,529 37.9 324 74 
18 年３月期 10,438 4,195 40.2 300 76  
(参考) 自己資本 19 年３月期 4,529 百万円 18 年３月期 ― 百万円

 
2. 平成 20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 
 (％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 5,189 (6.1) 235 (△21.6) 194 (△26.2) 105 (△27.1) 7 57 
通 期 11,050 (3.2) 880 (△2.2) 801 (△3.4) 437 (△7.1) 31 33 

 
 ＊ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報およ 
 び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異 
 なる可能性があります。 
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１ 経営成績 
 

(1）経営成績に関する分析 

当期におけるわが国経済は、企業収益の改善にともない設備投資が大幅に増加したほか、雇

用環境が好転するなど今後も堅調に推移するものと見込まれます。一方、航空業界におきまし

ては、旅客需要は堅調に推移しているものの、原油価格の高止まりが経営に大きく影響を与え

るなど、依然として厳しい経営環境が続きました。 

このような状況の中、当社グループの売上高は 111 億 31 百万円で、前期に比べ５億 86 百万

円(5.6%)の増収となりました。売上原価と販売費および一般管理費の費用合計は 102 億５百万

円で、４億８百万円(4.2%)の増加となりました。これにともない営業利益は９億 25 百万円で、

１億 78 百万円の増益、経常利益は８億 55 百万円で、２億１百万円の増益となりました。 

当期純利益は前年度に計上した退職給付制度の変更(厚生年金基金の代行返上等)による特別

損益がないことから、４億 83 百万円となり前期に比べ２億 68 百万円の減益となりました。 

 
当期における各セグメントの業績は次のとおりです。 

（セグメント別業績） 
（単位：百万円）  

 売上高 営業利益 
 当期 前期 対前期比(%) 当期 前期 対前期比(%)
動力事業 5,138 4,881 105.3 ※ 847 ※ 785 107.9
整備事業 4,963 4,634 107.1 ※ 684 ※ 493 138.7
付帯事業 1,029 1,028 100.1 ※ 91 ※ 108 84.1
小計 11,131 10,545 105.6 1,623 1,387 117.0

全社費用 - - - 697 640 109.0
連結合計 11,131 10,545 105.6 925 747 123.9
※全社に係わる販売費および一般管理費控除前の金額 
 
・動力事業 

2006 年６月に供用開始した成田空港第１旅客ターミナル第５サテライト等および 8 月に

供用開始した第２旅客ターミナル北側や、2007 年２月に供用開始した羽田空港第２旅客タ

ーミナル南ピアで設備の増強を行いました。また、原油価格の高止まりや顧客の環境意識

の高まる中、より使いやすい新動力料金体系を導入したことにより、成田空港を中心に国

内外航空会社への販売が順調に伸び、売上高は前期に比べ２億 56 百万円(5.3％)増収の 51

億 38 百万円となりました。 

営業利益は、成田空港第１旅客ターミナル第５サテライト等の供用開始にともなう動力

設備賃借料の増があったものの、関西空港動力供給設備の増加償却の減等があり、前期に

比べ 61 百万円(7.9%)増益の８億 47 百万円となりました。 

 
・整備事業 

羽田空港での航空会社建物の閉鎖による減収があったものの、成田空港での旅客搭乗橋

(ＰＢＢ)および関西空港での手荷物搬送設備(ＢＨＳ)の受託増、ならびに成田空港での建

物大型改修工事の受託等により、売上高は前期に比べ３億 29 百万円(7.1％)増収の 49 億 63

百万円となりました。 

営業利益は、受託業務の拡大に対する増員を抑制したこと、および調達コストの削減に

よる材料費の減等により、前期に比べ１億 91 百万円(38.7%)増益の６億 84 百万円となりま

した。 

 
 
・付帯事業 

フードカートの販売減がありましたが、大型冷暖房車，トレーラー式空調装置(緊急医療

用)の販売があり、売上高は前期並みの 10 億 29 百万円となりました。 
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営業利益は、体制強化のための人員増により前期に比べ 17 百万円(15.9%)減益の 91 百万

円となりました。 

 

次期の業績見通しについては、動力事業では航空機の小型化があるものの、羽田空港第

２旅客ターミナル南ピア、成田空港第１旅客ターミナル第５サテライト等の通年化と、次

期に予定されている羽田空港東側整備地区・成田空港貨物地区(200 番台)の供用開始・準幹

線空港への進出にともなう生産設備拡大や環境意識が高まる中、新料金体系を営業ツール

とした積極的な営業活動を継続することにより増収を見込んでおります。 

整備事業では羽田空港第１旅客ターミナルＢＨＳ定期点検の受託拡大、成田空港第２旅

客ターミナルＢＨＳ改修工事の施工管理受託、関西空港での施設管理業務の受託拡大を始

めとして、積極的な営業を展開し設備の改修・更新工事の受注拡大を図ってまいりますが、

顧客の資本工事の抑制が影響し前期並みの売上を見込みます。 

付帯事業ではフードカート事業において、2007 年３月に開発と営業の管理体制の明確化

と、西日本地域の営業体制の強化を目的として組織の改定を実施しました。これによる増

収と動力供給機材販売増を見込み、付帯事業全体では増収を見込んでおります。 

以上により、次期の業績見通しにつきましては、売上高は 114 億 52 百万円（前期比

2.9％増）を見込んでおりますが、経常利益につきましては、羽田空港第２サテライト南ピ

アの供用開始にともなう減価償却費の増等により、当期並みの８億 28 百万円（前期比

3.2％減）を計画し、当期純利益につきましても、４億 53 百万円（前期比 6.1％減）を見込

んでおります。 
 

(2）財政状態に関する分析 
キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という）は、

27 億 90 百万円となり前期末 17 億１百万円に対し 10 億 88 百万の増加となりました。各キャ

ッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、増加した資金は、10 億 37 百万円となりました。 

これは、税金等調整前当期純利益８億 51 百万円の計上に対し、売上債権の増加１億９百万

円による資金の減少、たな卸資産の増加１億 89 百万円による資金の減少や、法人税等の支

払い５億 71 百万円による資金の減少があった一方で、仕入債務の増加１億 89 百万円によ

る資金の増加や、減価償却費の計上７億 25 百万円にかかわる資金の増加などがあったこと

によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は５億 17 百万円となりました。 

これは、主に成田空港動力設備等の有形固定資産の取得４億 57 百万円による資金の減少が

あったことによるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果増加した資金は５億 68 百万円となりました。 

これは、長期借入金の返済７億 92 百万円、配当金の支払い１億 39 百万円による資金の減

少があった一方で、羽田・成田・神戸空港等の動力設備投資資金として 15 億円の借入を行

ったことよる資金増加があったことによるものです。 
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なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。 

 第 39 期 
平成 16 年３月期

第 40 期 
平成 17 年３月期

第 41 期 
平成 18 年３月期 

第 42 期 
平成 19 年３月期

自己資本比率（％） 36.0 34.4 40.7 38.2

時価ベースの自己資本比率（％） 40.7 39.5 53.7 40.2

債務償還年数（年） 3.4 3.7 2.0 3.9

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ（％） 754.9 910.9 1,580.1 1,268.7

（注）時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
２．株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 
３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 
 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社は安定成長体質の維持・強化に努め、株主への安定的な利益還元を最も重要な課題の

一つとして認識いたしております。将来の事業展開に備えるため、内部留保を図りつつ、業

績や財務状況、配当性向等を総合的に判断して配当を行う方針といたしております。当期配

当につきましては、９円を予定いたしております。次期につきましても、当期と同じく９円

を予定しております。 
 

(4）事業等のリスク 
当社グループの経営成績，株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、

以下のようなものがあります。 
（業績の変動要因について） 
①動力事業 
ａ．航空会社の運航計画等による影響 

動力事業の売上は、各空港の設備計画・発着便数・航空機機材計画および地上動力

に対する利用度により影響を受けております。 
ｂ．初期投資の負担による影響 

当事業は初期投資が大きく、減価償却費等の固定費が原価の大部分を占めておりま

す。当社の投資効果の試算どおりに各空港の就航便数が伸びず、見込みどおりの利用

状況が発生しない場合には、減価償却費・賃借料等が負担となり、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 
ｃ．地上動力供給の普及 

駐機中の航空機が必要な電力・冷暖房気および圧搾空気を得る方法としては、当社

グループの提供するＧＰＵ（地上動力供給設備）から供給する方法のほか、航空機に

搭載されたＡＰＵ（補助動力装置）と呼ばれる装置により自身で賄う方法があります。

当社グループでは、地上動力の価格競争力を訴えるとともに、CO2 排出抑制や騒音等

の低減に寄与することに対する認知度を高め、各航空会社の利用率を高める方針であ

ります。 
特に、潜在需要が多く残されている外国航空会社に重点を置き、より一層の販売促進

を図ってまいりますが、当社グループのサービスに対する顧客の理解が浸透せず、利

用率が上がらない場合には、計画どおりに収益拡大を図ることができない可能性があ

ります。 
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ｄ．新型航空機の就航の影響 
新型航空機（Ａ３８０，Ｂ７８７）の就航にともなう地上動力供給設備の負荷増大

への対応を図っておりますが、予想を超える状況変化等があった場合、新たな設備投

資等が必要となる可能性があります。 
②整備事業 

空港施設の整備拡充計画が当初計画どおりに進行しない場合や、各航空会社の設備投

資が抑制される局面においては、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
③付帯事業 

付帯事業のうち、フードカート事業は市場の拡大とともに他社との競争の激化が予想

され、競合の中で価格競争が激化した場合には、計画どおりに収益が上がらない可能性

があります。 
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２ 企業集団の状況 

 当社の企業集団は、当社、親会社であります株式会社日本航空、その他の関係会社であります全

日本空輸株式会社ならびに連結子会社６社で構成され、駐機中の航空機へ電力、冷暖房気等を提供

する動力事業および建物・諸設備の保守管理業務、空港内外の主として空港関連特殊設備の整備を

行う整備事業を主な事業内容とし、更に自社で開発した航空機用関連設備、車両、製品等（航空機

用冷暖房車、各種フードカート、ブレーキクーリングカート等）の製作販売や技術者の派遣等を総

括した付帯事業を行っております。付帯事業の中でも近年は、機内食システムを転用したフードカ

ート事業の拡大を目指しております。 
 当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであ

ります。 
 

事 業 内     容 会  社  名 
動力事業 国内 11 空港(新千歳・成田・羽田・中部・伊丹・神戸・関西・

広島・福岡・鹿児島・那覇)において、航空機が必要とする電

力、冷暖房気および圧搾空気を固定式設備および移動式設備に

て供給等を行っております。 

建物・諸設備（電気設備、空調設備等）の保守管理と、主とし

て空港関連の特殊設備の整備業務で構成されており、具体的に

は以下のとおりであります。 

建物・諸設備 

航空機格納庫、機内食工場、貨物ターミ

ナル、冷熱源供給設備、特高変電所、ホ

テル(建物内外施設の清掃・管理、客室

整備)他 

整備事業 

空港関連の特殊設備 旅客搭乗橋、手荷物搬送設備、航空貨物

等自動倉庫システム他 

上記２事業以外の業務を総括しておりますが、大別すると以下

のとおりです。 
①フードカート事業 
機内食システムを病院、福祉施設、学校、ホテル等の給食シス

テムに転用した、保冷・加熱カート、保冷カート、保温カート

等を製作販売しております。 
 
②ＧＳＥ（Ground Support Equipment）事業 
航空業界のニーズに応じて航空機用冷暖房車、高所作業車等の

特殊車両およびブレーキクーリングカート等を製作販売してお

ります。 
 
③その他 

付帯事業 

ハイジャック防止設備の整備、航空機部品管理(伊丹・関西・

那覇)、空港内電気自動車の充電設備の賃貸(関西)、航空機除雪

支援作業(新千歳)、設備の保守管理や国内外の空港特殊設備に

関する技術支援業務等であります。 

（株）エージーピー 
那覇総合ビルサービス（株）

（株）エージーピー開発 
（株）エージーピー関西 
（株）エージーピー北海道 
（株）エージーピー九州 
（株）エージーピー中部 

上記事業のうち動力事業については、国土交通大臣が発した省令「空港管理規則」等の規制を受け

ております。また、整備事業および付帯事業についても各空港事務所長等の承認を得なければならな

い場合があります。 
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事業の系統図は、次のとおりであります。  

 

 

 
 
 
（注１）子会社は、那覇総合ビルサービス（株）、（株）エージーピー開発、 

（株）エージーピー関西、（株）エージーピー北海道、 
（株）エージーピー九州、（株）エージーピー中部であります。 
 

（注２）子会社はすべて連結子会社であります。 
 
 
 
動力事業：当社および当社と委託契約を締結した子会社にて行っております。 
整備事業：得意先より受託した施設・設備の保守・整備業務は、当社および当社と委託契約

を締結した子会社にて行っております。 
付帯事業：付帯事業の製品は当社が開発し、製作を外部に委託するものの、販売は当社が 

      行っております。 
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３ 経営方針 
 

(1) 会社の経営の基本方針 
当社グループは「社会から信頼を受ける会社を目指し、社会の繁栄と地球環境の浄化保全に

貢献する」をグループのビジョンといたしております。  
 当社は動力事業を国内 11 空港に展開し、航空機に搭載されたＡＰＵ(Auxiliary Power Unit:
補助動力装置)の大幅な運転時間の短縮により、空港における CO2 排出の抑制と騒音の低減を

図り、空港環境の改善に大きく寄与し、地球環境の浄化保全に貢献してまいりました。  
また、動力事業の拡大とともに空港内施設・設備のメンテナンスを２４時間体制で行う整備事

業も展開し、空港機能の円滑な運用を支えてきたと自負いたしております。今後とも積極的に

動力・整備事業の拡大を図り、空港環境の向上および航空産業の発展の一翼を担ってまいりま

す。  
 さらに、付帯事業の軸となるフードカート事業をとおして病院・福祉施設・学校等の給食シ

ステムの改善を図り、介護・福祉分野においても更なる貢献をいたす所存であります。  
 今後も常に安全・品質および技術の維持向上に努め、お客様からの信頼を高め継続的な発展

を目指します。  
 

(2) 目標とする経営指標 
当社グループは目標とする経営指標として株主資本の投資効率を示すＲＯＥ（株主資本利益

率）を重視し、連結ベースでのＲＯＥは１０％達成を目標としてまいりましたが、2006 年度の

ＲＯＥは１０.７％となり目標を達成いたしました。今後ともＲＯＥ１０％以上を目標として、

経営に努めてまいります。 
 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 
当社グループは中期計画（2007 年度～2009 年度）において既存事業の基盤整備による着実な

収入の拡大と、コスト競争に打ち克つ企業体質への変革を行い、動力・整備事業に続く付帯事

業の軸としてフードカート事業を育成し、より安定した事業体制の確立を目指します。  
 動力事業につきましては国土交通省が推進するエコエアポート構想に沿って当社設備の普及

促進に努めるとともに、将来の需要増や信頼される品質提供のために新規・更新等の設備投資

や低コスト機材の開発も積極的に行い、事業基盤をより一層強固なものにしていきます。  
 整備事業につきましては、空港整備拡充計画に沿った新規業務の受託を図るとともに、既存

業務を徹底的に見直し、競争力を強化するための効率化を進めることで、受託業務の堅持とと

もに更なる攻めへの転換を行います。  
 付帯事業につきましては、フードカート事業に重点的に取り組み、販売体制の強化と新商品

の開発に努め、第３の柱としての確立を目指します。  
 

(4) 会社の対処すべき課題 
今後の航空業界は、長引く原油価格の高止まりが経営をさらに圧迫することも懸念され、ま

た空港運営会社においても、民営化や東アジアの空港との競争等により、より効率的な運用が

求められるなど、当社グループにとってはまだまだ厳しい環境が続くと思われます。  

 このような状況の中、当社はグループ資源を結集し、技術力や収益力、コスト競争力の強化

を図り、業績の向上に一層努めてまいります。  

 動力事業につきましては、2010 年 3 月の成田空港平行滑走路 2,500ｍ化や 2010 年 10 月の羽

田空港第４滑走路の供用開始による需要増を見据え、生産設備の増強を図ります。具体的には、

成田空港においては空港の整備・拡充にあわせて動力供給設備の増強を推進します。また、羽

田空港において東側整備地区および新国際線ターミナル地区への動力供給設備の増強・設置や、

準幹線空港への事業展開にも取り組み、国土交通省の提唱するエコエアポート構想とも歩調を

合わせ事業の拡大を図ります。さらに、新型航空機（Ａ３８０，Ｂ７８７）への設備対応も進

めてまいります。 

 整備事業につきましては、今後の空港整備拡充計画にあわせて新たに発生する需要に対して、

特殊設備保守管理業務のノウハウと２４時間体制の強みを生かした積極的な提案型営業を展開

し、受託業務の拡大を目指します。さらに、当社グループが得意とする物流設備の保守管理業

務分野で、メーカーとの連携をさらに強化し空港内で培った技術をフルに活用して、空港内外

施設の管理業務の受託拡大を目指します。  
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 付帯事業につきましては、フードカート事業において組織を改定し販売体制を強化するとと

もに、協力会社との販売提携による販路拡大や、商品の改良および新商品の開発に加えて、ア

フターサービスのサポート体制を充実し、事業基盤をより一層強化してまいります。また、手

荷物搬送設備等の空港内特殊設備にかかわる技術支援業務の受託に向けた営業を推進します。  

 営業費用につきましては経費節減の継続はもとより、コスト競争力強化のため新たな生産体

制の構築を図ってまいります。  

 さらに、将来を見据えた人材の育成と技術の伝承に努めるとともに、「品質」ISO9001・「環

境」ISO14001 のより一層の運用改善や、安全面についても労働安全衛生マネージメントシステ

ムの定着化を推進いたします。  

 当社グループはこれからも品質と技術の向上に力を注ぐとともに、事業の推進をとおして空

港における CO2 排出抑制および騒音の低減を図り、空港環境の向上と地球環境の浄化保全なら

びに介護・福祉分野に貢献しながら社業の発展に邁進してまいります。 
 

(5) 内部管理体制の整備・運用状況 

① 内部牽制組織、組織上の業務部門および管理部門の配置状況、社内規程の整備状況その他

内部管理体制の整備の状況、内部管理体制の強化のための牽制組織の状況 

 

  当社の管理部門は、経営企画部、総務部、経理部および事業管理部門等で構成し、それぞ

れが最新の社内規程に基づき運営を行うとともに、関係法令の改正・内部統制機能の整備等

にあわせ規程の整備を行うなど管理体制の強化・充実を図っております。また、社長直属の

組織である総合監査室が内部管理体制の整備や運用状況に関する監査を定期的に実施し、内

部管理体制の継続的な改善に努めております。 

 

    ② 内部管理体制の充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 

  内部統制機能の強化および経営効率の改善等を図るべく、既に制定しております社内規程

の見直しを継続的に行い、さらに法の改正等にあわせ必要な規程を策定するとともに、同時

に全社員への周知ならびに徹底を図っております。 

また、昨年５月には「内部統制システムの基本方針」を取締役会で決議し、2008 年度か

ら経営者による財務報告に係る内部統制報告書の提出と、それに対応する監査法人による監

査が義務づけられたことにともない、業務全般に対する内部統制システムの確立を図るべく

「内部統制プロジェクト事務局」を昨年９月に社長直轄の組織として設置いたしました。  

 



 （株）エージーピー(9377)  平成 19 年３月期決算短信 

―11― 

４ 連結財務諸表 
 

(1) 連結貸借対照表 
 

 前連結会計年度 
(平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(平成 19 年３月 31 日) 比較増減 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  656,023 737,517   81,494
 ２ 受取手形及び 
   営業未収入金  1,831,256 1,940,381   109,125

 ３ たな卸資産  296,321 476,594   180,273

 ４ 短期貸付金  1,045,771 2,052,484   1,006,713

 ５ 繰延税金資産  183,737 179,873   △3,863

 ６ その他  86,564 98,204   11,640

   貸倒引当金  △289 △231   58

   流動資産合計  4,099,384 38.4 5,484,825 44.7  1,385,441

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産    

  (1) 建物及び構築物 7,808,211 8,334,962  526,751 

    減価償却累計額 4,527,219 3,280,992 4,923,967 3,410,995  396,748 130,002

  (2) 機械装置及び運搬具 6,163,107 6,449,016  285,909 

    減価償却累計額 4,442,719 1,720,388 4,651,570 1,797,446  208,851 77,058

  (3) 土地  110,608 110,608   

  (4) 建設仮勘定  190,157 111,890   △78,267

  (5) その他 364,511 398,681  34,169 

    減価償却累計額 288,917 75,594 308,616 90,065  19,698 14,470

   有形固定資産合計  5,377,741 50.4 5,521,005 45.0  143,263

 ２ 無形固定資産    

  (1) ソフトウェア  24,754 54,639   29,884

  (2) その他  9,047 9,273   226

   無形固定資産合計  33,801 0.3 63,912 0.5  30,110

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券  113,683 127,946   14,262

  (2) 繰延税金資産  407,102 409,503   2,401

  (3) 敷金・保証金  435,502 407,115   △28,387

  (4) 長期前払費用  9,251 27,305   18,054

  (5) その他  199,361 245,245   45,883

    貸倒引当金  △7,500 △7,500   ―

   投資その他の資産合計  1,157,401 10.9 1,209,616 9.8  52,214

   固定資産合計  6,568,945 61.6 6,794,534 55.3  225,588

   資産合計  10,668,329 100.0 12,279,360 100.0  1,611,030
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 前連結会計年度 

(平成 18 年３月 31 日) 
当連結会計年度 

(平成 19 年３月 31 日) 比較増減 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 営業未払金  749,166 938,702   189,535
 ２ １年以内返済 
   長期借入金  792,546 999,785   207,238

 ３ 未払法人税等  363,513 157,810   △205,702

 ４ 未払金  57,597 538,097   480,500

 ５ 未払費用  484,069 546,848   62,778

 ６ その他  52,157 60,168   8,011

   流動負債合計  2,499,051 23.4 3,241,413 26.4  742,361

Ⅱ 固定負債    

 １ 長期借入金  2,464,983 2,965,197   500,214

 ２ 退職給付引当金  1,219,068 1,317,831   98,763

 ３ 役員退任慰労引当金  60,408 ―   △60,408

 ４ 長期未払金  87,155 35,333   △51,821

 ５ その他  ― 34,764   34,764

   固定負債合計  3,831,614 35.9 4,353,127 35.4  521,512

   負債合計  6,330,666 59.3 7,594,540 61.8  1,263,874

    

(少数株主持分)    

   少数株主持分  ― ― ― ―  ―

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金  2,038,750 19.1 ― ―  ―

Ⅱ 資本剰余金  114,700 1.1 ― ―  ―

Ⅲ 利益剰余金  2,164,650 20.3 ― ―  ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  19,836 0.2 ― ―  ―

Ⅴ 自己株式  △273 △0.0 ― ―  ―

   資本合計  4,337,663 40.7 ― ―  ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計  10,668,329 100.0 ― ―  ―
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 前連結会計年度 

(平成 18 年３月 31 日) 
当連結会計年度 

(平成 19 年３月 31 日) 比較増減 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  ― ― 2,038,750 16.6  ―

 ２ 資本剰余金  ― ― 114,700 1.0  ―

 ３ 利益剰余金  ― ― 2,508,388 20.4  ―

 ４ 自己株式  ― ― △273 △0.0  ―

   株主資本合計  ― ― 4,661,565 38.0  ―

Ⅱ 評価・換算差額等    
 １ その他有価証券評価 
   差額金  ― ― 23,254 0.2  ―

 ２ 繰延ヘッジ損益  ― ― ― ―  ―

 ３ 土地再評価差額金  ― ― ― ―  ―

 ４ 為替換算調整勘定  ― ― ― ―  ―

   評価・換算差額等合計  ― ― 23,254 0.2  ―

Ⅲ 新株予約権  ― ― ― ―  ―

Ⅳ 少数株主持分  ― ― ― ―  ―

   純資産合計  ― ― 4,684,819 38.2  ―

   負債純資産合計  ― ― 12,279,360 100.0  ―
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(2) 連結損益計算書 
 

 
前連結会計年度 

(自 平成 17 年４月 １日 
  至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
 (自  平成 18 年４月 １日 
   至  平成 19 年３月 31 日) 

比較増減 

区分 金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 

Ⅰ 売上高  10,545,069 100.0 11,131,836 100.0  586,767

Ⅱ 売上原価  9,038,065 85.7 9,380,720 84.3  342,655

   売上総利益  1,507,003 14.3 1,751,116 15.7  244,112

Ⅲ 販売費及び一般管理費  759,688 7.2 825,193 7.4  65,504

   営業利益  747,315 7.1 925,922 8.3  178,607

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 6,150 9,016   

 ２ 受取配当金 625 730   

 ３ 保険配当金 2,257 2,118   

 ４ その他の営業外収益 6,925 15,959 0.2 3,345 15,211 0.1  △747

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 104,903 83,205   

 ２ その他の営業外費用 4,004 108,908 1.0 2,019 85,224 0.8  △23,683

   経常利益  654,366 6.2 855,910 7.7  201,543

Ⅵ 特別利益    

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 58   

 ２ 将来分返上認可による 
   過去勤務債務償却額 446,266 ―   

 ３ 退職給付制度改定によ

る過去勤務債務償却額 330,728 ―   

 ４ 代行返上返還に伴う 
利益 ― 1,340   

 ５ その他の特別利益 ― 776,994 7.4 126 1,525 0.0  △775,469

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損 6,429 5,154   

 ２  厚生年金基金返上損 125,802 ―   

 ３  その他の特別損失 10 132,242 1.3 602 5,756 0.1  △126,485

   税金等調整前 
   当期純利益  1,299,118 12.3 851,678 7.7  △447,440

   法人税、住民税 
   及び事業税 438,786 369,330   

   法人税等調整額 108,579 547,366 5.2 △882 368,447 3.3  △178,918

   当期純利益  751,752 7.1 483,230 4.3  △268,521
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(3) 連結剰余金計算書 
 

 
前連結会計年度 

 (自 平成 17 年４月 １日 
  至 平成 18 年３月 31 日) 

区分 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  
Ⅰ 資本剰余金期首残高 114,700 
Ⅱ 資本剰余金期末残高 114,700 
  

(利益剰余金の部)  
Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,510,548 
Ⅱ 利益剰余金増加高  
   当期純利益 751,752 751,752 
Ⅲ 利益剰余金減少高  
   配当金 97,650 97,650 
Ⅳ 利益剰余金期末残高 2,164,650 
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(4) 連結株主資本等変動計算書 
当連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

 
株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日残高(千円) 2,038,750 114,700 2,164,650 △273 4,317,826

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 △139,492 △139,492

 当期純利益 483,230 483,230

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)  

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) ― ― 343,738 ― 343,738

平成 19 年３月 31 日残高(千円) 2,038,750 114,700 2,508,388 △273 4,661,565

 
 
 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主 
持分 純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高(千円) 19,836 19,836 ― 4,337,663

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当  △139,492

 当期純利益  483,230

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 3,417 3,417 ― 3,417

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 3,417 3,417 ― 347,156

平成 19 年３月 31 日残高(千円) 23,254 23,254 ― 4,684,819
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(5) 連結キャッシュ・フロー計算書 
 

 
前連結会計年度 

 (自 平成 17 年４月 １日
 至 平成 18 年３月 31 日)

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
 至 平成 19 年３月 31 日) 

比較増減 

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 税金等調整前当期純利益 1,299,118 851,678 △447,440

 ２ 減価償却費 868,272 725,130 △143,142

 ３ 退職給付引当金の増減額 △426,173 52,879 479,053

 ４ 有形固定資産除却損 6,429 5,154 △1,275

 ５ 受取利息及び受取配当金 △6,776 △9,747 △2,971

 ６ 支払利息 104,903 83,205 △21,698

 ７ 売上債権の増加額 △76,701 △109,125 △32,424

 ８ たな卸資産の増加額 △19,983 △189,584 △169,600

 ９ 仕入債務の増加額 22,401 189,535 167,133

 10 未収消費税等の減少額 66,582 52,939 △13,642

 11 未払消費税等の減少額 △8,734 △129 8,604

 12 その他 78,225 28,382 △49,842

   小計 1,907,565 1,680,318 △227,246

 13 利息及び配当金の受取額 6,776 9,747 2,971

 14 利息の支払額 △107,730 △81,757 25,972

 15 法人税等の支払額 △104,308 △571,004 △466,696

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,702,302 1,037,303 △664,999

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 投資有価証券の取得による支出 △3,649 △9,000 △5,350

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △243,379 △457,272 △213,892

 ３ 無形固定資産の取得による支出 ― △55,395 △55,395

 ４ 敷金・保証金の差入による支出 △2,765 △10,584 △7,819

 ５ 敷金・保証金の払戻による収入 37,084 38,972 1,887

 ６ その他 △687 △23,834 △23,147

   投資活動によるキャッシュ・フロー △213,397 △517,114 △303,717

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 長期借入による収入 ― 1,500,000 1,500,000

 ２ 長期借入金の返済による支出 △791,718 △792,546 △828

 ３ 配当金の支払額 △97,894 △139,433 △41,539

 ４ 自己株式の取得による支出 △273 ― 273

   財務活動によるキャッシュ・フロー △889,886 568,019 1,457,905

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 599,018 1,088,207 489,189

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,102,775 1,701,794 599,018

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 1,701,794 2,790,002 1,088,207
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数 ６社  
子会社はすべて連結しております。

那覇総合ビルサービス(株)  
(株)エージーピー開発、 
(株)エージーピー関西、 
(株)エージーピー北海道、  
(株)エージーピー九州、  
(株)エージーピー中部、 
の６社です。  

連結子会社数 ６社  
子会社はすべて連結しております。 

同左 

２ 持分法の適用に関する 
事項 

該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 
すべての連結子会社の事業年度の末日

は連結決算日と一致しております。 
同左 

４ 会計処理基準に関する 
事項 

１ 重要な資産の評価基準及び評価方

法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 
イ 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定) 

１ 重要な資産の評価基準及び評価方

法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
イ 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定) 
 ロ 時価のないもの 

総平均法による原価法 
ロ 時価のないもの 

総平均法による原価法 
 ② たな卸資産の評価基準及び評価方

法 
イ フードカート事業に係る製品及

び仕掛品は、先入先出法による原

価法を採用しております。 

② たな卸資産の評価基準及び評価方

法 
同左 

 ロ その他事業に係る仕掛品は、個

別法による原価法を採用しており

ます。 

 

 ハ 貯蔵品は、移動平均法による原

価法を採用しております。 
 

 ２ 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 
① 有形固定資産 
イ 建物、関西空港・那覇空港・広

島空港の構築物及び機械装置 
→定額法

２ 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 
① 有形固定資産 

同左 
 

 
 ロ その他の有形固定資産→定率法

なお主な耐用年数は次のとおりで

あります。 
建物及び構築物 ８～38

年

機械装置及び運搬具
２～17

年 

 

 ② 無形固定資産 
 自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

② 無形固定資産 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

 ３ 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の特

定の債権については回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

３ 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

同左 

 ② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 
なお、会計基準変更時差異につ

いては、15 年による按分額を費

用処理しております。 
 過去勤務債務は、発生時に一括

処理しております。 
数理計算上の差異は発生時の従

業員の平均残存勤務年数以内の一

定年数(14 年)による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理

しております。 
なお、連結子会社については、

簡便法(自己都合要支給額をもって

退職給付債務とする方法)を採用し

ております。 

② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 
なお、会計基準変更時差異につ

いては、15 年による按分額を費用

処理しております。 
数理計算上の差異は発生時の従

業員の平均残存勤務年数以内の一

定年数(14 年)による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理

しております。 
なお、連結子会社については、

簡便法(自己都合要支給額をもって

退職給付債務とする方法)を採用し

ております。 

 （追加情報） 
厚生年金基金代行返上 
提出会社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基金の
代行部分について、平成 17 年４
月１日に厚生労働大臣から将来分
支給義務免除の認可を受けており
ます。これに伴い、過去勤務債務
償却額として 446,266 千円を特別
利益に計上しております。 
また、過去分については、平成

18 年４月１日付で認可を受け、そ
の影響額 125,802 千円を特別損失
に計上しております。 

 
キャッシュバランス制度 
提出会社が加入しているＪＡＬ

グループ企業年金基金（平成 18
年４月１日に日航グループ厚生年
金基金より名称変更）は、平成 18
年４月１日よりキャッシュバラン
スプランを導入しており、これに
伴う過去勤務債務償却額として
330,728 千円を特別利益に計上し
ております。 

（追加情報） 
厚生年金基金代行部分の返還 
提出会社は、厚生年金基金の代

行部分に係る最低責任準備金が確
定したことを受け平成 18 年 12 月
25 日に返還額（最低責任準備金）
の納付を行っております。 
これに伴い、その影響額 1,340

千円を特別利益に計上しておりま
す。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

 ③ 役員退任慰労引当金 
 提出会社は、役員退任慰労金の

支出に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

③ 役員退任慰労引当金 
 
 

――――――――― 
 

  （追加情報） 
提出会社は、役員退任慰労金制

度を廃止し、平成 18 年６月開催の
定時株主総会において役員退任慰
労金の打ち切り支給議案が承認さ
れました。これにより当連結会計
年度において「役員退任慰労引当
金」を全額取崩し、打ち切り支給
額の未払い分については固定負債
の「その他」として表示しており
ます。 

 ４ 重要なリース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

４ 重要なリース取引の処理方法 
同左 

 
 
 
 

５ その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 
 消費税等の会計処理 
 税抜方式を採用しております。 

５ その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 
 消費税等の会計処理 

同左 
５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 
 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 
該当事項はありません。  

――――――――― 
 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 
 

――――――――― 
 

該当事項はありません。 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 
利益処分の取扱方法 
 連結会計年度中に確定した利益処分

に基づいております。 

 
――――――――― 

 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期の到来する流動性

の高い容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっており

ます。 

同左 
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(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

前連結会計年度 
(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」( 「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９

日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17

年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

4,684,819 千円であります。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 

 
 

(表示方法の変更) 
 

前連結会計年度 
(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

（連結貸借対照表） 
  前連結会計年度まで流動資産「その他」に含めて表

示しておりました「短期貸付金」は、総資産額の 100
分の５を超えることとなったため、当連結会計年度よ

り区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「短期貸付金」は 285,140 千円であります。 

 
 

――――――――― 
 

（連結損益計算書） 
前連結会計年度まで区分掲記しておりました「雇

用助成金」（当連結会計年度 372 千円）は、営業外

収益総額の 100 分の 10 以下となったため、営業外収

益の「その他の営業外収益」に含めて表示しており

ます。 
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(セグメント情報) 
１ 事業の種類別セグメント情報 
前連結会計年度(自 平成 17 年４月１日 至 平成 18 年３月 31 日) 

 
 動力事業 

    (千円)
整備事業 

    (千円)
付帯事業 

    (千円) 計(千円) 消去又は   
全社(千円) 連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 4,881,706 4,634,899 1,028,462 10,545,069 ― 10,545,069

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 ― ― 17,780 17,780 (17,780) ―

計 4,881,706 4,634,899 1,046,243 10,562,849 (17,780) 10,545,069

営業費用 4,096,270 4,141,253 937,803 9,175,326 622,427 9,797,754

営業利益 785,436 493,646 108,439 1,387,522 (640,207) 747,315

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出   

資産 6,832,448 1,180,499 515,626 8,528,574 2,139,755 10,668,329

減価償却費 832,721 2,992 21,404 857,118 11,154 868,272

資本的支出 148,610 1,478 5,752 155,840 1,040 156,881

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品・サービス 

(1) 動力事業……航空機への電力・冷暖房気・圧搾空気等の供給 
(2) 整備事業……特殊設備の整備及び保守管理業務並びに建物・諸設備の整備及び保守管理業務他 
(3) 付帯事業……航空機関連諸設備及び諸製品の製作・販売他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 640,207 千円であり、その主なもの

は提出会社本社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 
４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は 2,789,533 千円であり、その主なものは余資運用

資金(現金預金及び貸付金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 
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当連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

 
 動力事業 

 (千円) 
整備事業 
  (千円) 

付帯事業 
 (千円) 計(千円) 消去又は 

 全社(千円) 連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 5,138,688 4,963,926 1,029,221 11,131,836 ― 11,131,836

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 ― ― 18,381 18,381 (18,381) ―

計 5,138,688 4,963,926 1,047,603 11,150,218 (18,381) 11,131,836

営業費用 4,291,277 4,279,094 956,409 9,526,782 679,132 10,205,914

営業利益 847,411 684,832 91,193 1,623,436 (697,514) 925,922

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出   

資産 7,107,685 1,263,938 669,525 9,041,149 3,238,210 12,279,360

減価償却費 693,087 3,016 18,033 714,137 10,841 724,978

資本的支出 881,601 3,930 6,654 892,186 6,996 899,183

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品・サービス 

(1) 動力事業……航空機への電力・冷暖房気・圧搾空気等の供給 
(2) 整備事業……特殊設備の整備及び保守管理業務並びに建物・諸設備の整備及び保守管理業務他 
(3) 付帯事業……航空機関連諸設備及び諸製品の製作・販売他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 697,514 千円であり、その主なもの

は提出会社本社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 
４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は 3,784,241 千円であり、その主なものは余資運用

資金(現金預金及び貸付金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 
 
２ 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成 17 年４月１日 至 平成 18 年３月 31 日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 
 

当連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 
 
３ 海外売上高 

前連結会計年度(自 平成 17 年４月１日 至 平成 18 年３月 31 日) 

海外売上高は、いずれも連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略してお

ります。 
 

当連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

海外売上高は、いずれも連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略してお

ります。 
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(１株当たり情報) 
 

前連結会計年度 
(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

１株当たり純資産額 310.96 円 １株当たり純資産額 335.85 円 

１株当たり当期純利益 53.89 円 １株当たり当期純利益 34.64 円 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 
 

  
(注)１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

当期純利益（千円） 751,752 483,230 

普通株式に係る当期純利益（千円） 751,752 483,230 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,949 13,949 

 
（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

――――――――― ――――――――― 

 
（開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、

ストックオプション等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必

要性が大きくないと考えられるため開示を省略いたします。 
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５ 個別財務諸表 
(1) 貸借対照表 

 
 前事業年度 

(平成 18 年３月 31 日) 
当事業年度 

(平成 19 年３月 31 日) 比較増減 

区分 金額(千円) 
構成
比

(％)
金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  484,994 524,567   39,573

 ２ 受取手形  6,611 ―   △6,611

 ３ 営業未収入金  1,767,761 1,884,635   116,873

 ４ 製 品  75,037 94,847   19,809

 ５ 仕掛品  33,304 128,628   95,323

 ６ 貯蔵品  180,806 244,577   63,771

 ７ 前払費用  62,283 71,847   9,563

 ８ 繰延税金資産  99,019 89,216   △9,802

 ９ 短期貸付金  979,601 1,961,005   981,403

 10 その他  132,703 132,326   △376

   流動資産合計  3,822,124 36.6 5,131,652 42.9  1,309,527

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産    

  (1) 建物 639,163 645,118  5,954 

    減価償却累計額 335,644 303,519 353,480 291,638  17,835 △11,880

  (2) 構築物 7,169,047 7,689,844  520,796 

    減価償却累計額 4,191,574 2,977,473 4,570,487 3,119,356  378,912 141,883

  (3) 機械及び装置 6,158,131 6,444,040  285,909 

    減価償却累計額 4,438,129 1,720,001 4,646,845 1,797,195  208,715 77,193

  (4) 車両運搬具 4,976 4,976  ― 

    減価償却累計額 4,589 386 4,724 251  135 △135

  (5) 工具器具備品 358,401 392,564  34,162 

    減価償却累計額 283,939 74,462 303,336 89,228  19,396 14,766

  (6) 土地  110,608 110,608   ―

  (7) 建設仮勘定  190,157 111,890   △78,267

   有形固定資産合計  5,376,609 51.5 5,520,168 46.2  143,558 
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 前事業年度 

(平成 18 年３月 31 日) 
当事業年度 

(平成 19 年３月 31 日) 比較増減 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 

 ２ 無形固定資産    

  (1) ソフトウェア  24,754 54,639   29,884

  (2) 電話加入権  8,292 8,292   ―

  (3) その他  ― 226   226

   無形固定資産合計  33,047 0.3 63,157 0.5  30,110

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券  42,499 51,199   8,700

  (2) 関係会社株式  170,183 175,746   5,562

  (3) 長期前払費用  9,251 27,305   18,054

  (4) 繰延税金資産  358,523 349,384   △9,138

  (5) 敷金・保証金  434,892 406,505   △28,387

  (6) 前払年金費用  174,048 219,932   45,883

  (7) その他  25,112 25,112   ―

    貸倒引当金  △7,500 △7,500   ―

   投資その他の資産合計  1,207,012 11.6 1,247,687 10.4  40,675

   固定資産合計  6,616,669 63.4 6,831,013 57.1  214,344

   資産合計  10,438,793 100.0 11,962,666 100.0  1,523,872
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 前事業年度 

(平成 18 年３月 31 日) 
当事業年度 

(平成 19 年３月 31 日) 比較増減 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 営業未払金  1,162,317 1,345,872   183,555

 ２ １年以内返済 
   長期借入金  792,546 999,785   207,238

 ３ 未払金  57,597 539,230   481,633

 ４ 未払費用  279,625 310,669   31,043

 ５ 未払法人税等  343,088 144,789   △198,299

 ６ その他  11,980 12,498   518

   流動負債合計  2,647,156 25.4 3,352,846 28.0  705,690

Ⅱ 固定負債    

 １ 長期借入金  2,464,983 2,965,197   500,214

 ２ 退職給付引当金  983,715 1,044,604   60,889

 ３ 役員退任慰労引当金  60,408 ―   △60,408

 ４ 長期未払金  87,155 35,333   △51,821

 ５ その他  ― 34,764   34,764

   固定負債合計  3,596,261 34.4 4,079,900 34.1  483,638

   負債合計  6,243,418 59.8 7,432,747 62.1  1,189,329

(資本の部)    

Ⅰ 資本金  2,038,750 19.5 ― ―  ―

Ⅱ 資本剰余金    

 １ 資本準備金 114,700 ―  ― 

   資本剰余金合計  114,700 1.1 ― ―  ―

Ⅲ 利益剰余金    

 １ 利益準備金 110,835 ―  ― 

 ２ 任意積立金    

    別途積立金 80,000 ―  ― 

 ３ 当期未処分利益 1,831,527 ―  ― 

   利益剰余金合計  2,022,362 19.4 ― ―  ―

Ⅳ その他有価証券評価差
額金  19,836 0.2 ― ―  ―

Ⅴ 自己株式  △273 △0.0 ― ―  ―

   資本合計  4,195,375 40.2 ― ―  ―

   負債資本合計  10,438,793 100.0 ― ―  ―
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 前事業年度 

(平成 18 年３月 31 日) 
当事業年度 

(平成 19 年３月 31 日) 比較増減 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  ― ― 2,038,750 17.0  ―

 ２ 資本剰余金    

  (1) 資本準備金 ― 114,700  ― 

    資本剰余金合計  ― ― 114,700 1.0  ―

 ３ 利益剰余金    

  (1) 利益準備金 ― 124,784  ― 

  (2) その他利益剰余金    

    別途積立金 ― 80,000  ― 

    繰越利益剰余金 ― 2,148,704  ― 

    利益剰余金合計  ― ― 2,353,488 19.7  ―

 ４ 自己株式  ― ― △273 △0.0  ―

   株主資本合計  ― ― 4,506,664 37.7  ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券評価
   差額金  ― ― 23,254 0.2  ―

 ２ 繰延ヘッジ損益  ― ― ― ―  ―

 ３ 土地再評価差額金  ― ― ― ―  ―

   評価・換算差額等合
計  ― ― 23,254 0.2  ―

Ⅲ 新株予約権  ― ― ― ―  ―

   純資産合計  ― ― 4,529,919 37.9  ―

   負債純資産合計  ― ― 11,962,666 100.0  ―
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(2) 損益計算書 

 
前事業年度 

(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日)

当事業年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

比較増減 

区分 金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 

Ⅰ 売上高  10,112,403 100.0 10,703,020 100.0  590,617

Ⅱ 売上原価    

 １ 期首製品たな卸高 79,225 75,037  △4,188 

 ２ 当期製造原価 8,738,480 9,125,675  387,195 

 ３ 期末製品たな卸高 75,037 8,742,668 86.5 94,847 9,105,866 85.1 19,809 363,197

   売上総利益  1,369,734 13.5 1,597,154 14.9  227,419

Ⅲ 販売費及び一般管理費  640,251 6.3 697,469 6.5  57,218

   営業利益  729,483 7.2 899,684 8.4  170,201

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 6,109 8,749  2,640 

 ２ 受取配当金 2,345 1,650  △695 

 ３ 保険配当金 2,257 2,118  △139 

 ４ その他の営業外収益 4,737 15,451 0.2 2,026 14,545 0.1 △2,711 △905

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 104,903 83,205  △21,698 

 ２ その他の営業外費用 3,880 108,784 1.1 1,999 85,205 0.8 △1,880 △23,579

   経常利益  636,150 6.3 829,024 7.7  192,874

Ⅵ 特別利益    
 １  代行返上返還に伴う
   利益 ― 1,340  1,340 

 ２  将来分返上認可によ
る過去勤務債務償却
額 

446,266 ―  △446,266 

 ３  退職給付制度改定に
よる過去勤務債務償
却額 

330,728 ―  △330,728 

 ４  その他の特別利益 ― 776,994 7.7 126 1,466 0.0 126 △775,527

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損 6,429 5,154  △1,275 

 ２  厚生年金基金返上損 125,802 ―  △125,802 

 ３  その他の特別損失 ― 132,232 1.3 602 5,756 0.0 602 △126,475

   税引前当期純利益  1,280,912 12.7 824,734 7.7  △456,177
   法人税、住民税 
   及び事業税 402,382 337,520  △64,861 

   法人税等調整額 135,771 538,153 5.4 16,596 354,116 3.3 △119,175 △184,037

   当期純利益  742,758 7.3 470,617 4.4  △272,140

   前期繰越利益  1,088,769   

   当期未処分利益  1,831,527   
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(3) 利益処分計算書 
 

 前事業年度 
(平成 18 年 6 月 22 日) 

区分 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,831,527 

Ⅱ 利益処分額  

１ 利益準備金 13,949  

２ 配当金 139,492 153,441 

Ⅲ 次期繰越利益 1,678,086 
  
（注）日付は株主総会承認年月日であります。 
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(4) 株主資本等変動計算書 
当事業年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金

資本剰余金

合計 
利益準備金

別途積立金
繰越利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

自己 
株式 

株主資本
合計 

平成 18 年３月 31 日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700 110,835 80,000 1,831,527 2,022,362 △273 4,175,539

事業年度中の変動額      

 剰余金の配当    13,949 △153,441 △139,492 △139,492

 当期純利益    470,617 470,617 470,617

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)      

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 13,949 ― 317,176 331,125 ― 331,125

平成 19 年３月 31 日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700 124,784 80,000 2,148,704 2,353,488 △273 4,506,664

 
 
 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高(千円) 19,836 19,836 4,195,375

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当  △139,492

 当期純利益  470,617

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 3,417 3,417 3,417

事業年度中の変動額合計(千円) 3,417 3,417 334,543

平成 19 年３月 31 日残高(千円) 23,254 23,254 4,529,919
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(5) 重要な会計方針の変更 

 
前事業年度 

(自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14

年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17

年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月９日

企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。   

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は 4,529,919 千円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

 
 
 
 



 （株）エージーピー(9377)  平成 19 年３月期決算短信 

―33― 

６ 役員の異動（平成 19 年６月 21 日付予定） 
 

(1) 代表者の異動 
 該当事項はありません。 
 

(2) その他の役員等の異動 
① 新任取締役候補 
       （ﾔﾊﾀ ﾋﾛｶｽﾞ） 
        八幡 博一 （現 執行役員） 
        (第 42 回定時株主総会にて取締役選任後、その後の取締役会において常務取

締役に就任予定) 
 
② 新任監査役候補 
        (ﾊｶﾞ ﾏｻｱｷ) 
        芳賀 正明 （現 株式会社日本航空 執行役員 

（兼）株式会社日本航空インターナショナル 
 執行役員） 

 
③ 退任予定監査役 
        (ｴﾝﾄﾞｳ ﾋｻｲﾁ) 
        遠藤 寿一 （現 株式会社日本航空 顧問） 
 
 
④ 退任取締役 
         (ｵｵﾀ  ﾃﾂｵ) 

         太田 哲雄 
 （平成 19 年３月 31 日をもって常務取締役を退任いたしました） 
 

⑤ 新任執行役員 
        (ﾏｴﾔﾏ ｼｭﾝｻｸ) 
         前山 俊策 （現 株式会社日本航空インターナショナル 熊本支店長） 

 
⑥ 退任執行役員 
        （ﾔﾊﾀ ﾋﾛｶｽﾞ） 
         八幡 博一  

（(2)の①に記載のとおり、新任取締役候補となっております） 
 

以 上    
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中 期 計 画（連結） 

2007 年度（2008 年３月期）から 2009 年度（2010 年３月期）までの３ヵ年中期計画を策定

しましたのでお知らせいたします。 
 
１．経営の基本方針 
 
当社グループは「社会から信頼を受ける会社を目指し、社会の繁栄と地球環境の浄化保全

に貢献する」をグループのビジョンといたしております。 
当社は動力事業を国内 11 空港に展開し、航空機に搭載されたＡＰＵ(Auxiliary Power 

Unit:補助動力装置)の大幅な運転時間の短縮により、空港における CO2 排出の抑制と騒音の

低減を図り、空港環境の改善に大きく寄与し、地球環境の浄化保全に貢献してまいりました。 
また、動力事業の拡大とともに空港内施設・設備のメンテナンスを２４時間体制で行う整

備事業も展開し、空港機能の円滑な運用を支えてきたと自負いたしております。今後とも積

極的に動力・整備事業の拡大を図り、空港環境の向上および航空産業の発展の一翼を担って

まいります。 
さらに、付帯事業の軸となるフードカート事業をとおして病院・福祉施設・学校等の給食

システムの改善を図り、介護・福祉分野においても更なる貢献をいたす所存であります。 
今後も常に安全・品質および技術の維持向上に努め、お客様からの信頼を高め継続的な発

展を目指します。 
 
２．経営環境と目標 
 
わが国経済は、企業収益の改善に伴い設備投資が大幅に増加したほか、雇用環境が好転す

るなど今後も堅調に推移するものと見込まれます。一方、航空業界は国際旅客を中心に堅調

な伸びが見られるものの、原油価格の高止りは航空各社の経営を圧迫しており、引き続き厳

しい経営環境が続いています。 
今中期においては、空港の能力拡大に応じた多額の設備投資が必要であり、2010 年 3 月の

成田空港平行滑走路 2,500ｍ化、2010 年 10 月の羽田空港第 4 滑走路の供用開始による需要

増に向けて経営基盤の強化を図っていくことと、整備事業にかかわる新規業務の確実な受託

と資本工事の受託増、さらに体制強化したカート事業の利益を出せる体質への転換が最大の

課題となります。 
かかる状況下、2007 年度は羽田空港第２旅客ターミナル南ピアの通年化や、成田空港貨物

地区(SPOT200 番台)および羽田空港東側整備地区での新規動力設備の稼動やフードカート事

業の拡大による収入増はあるものの、整備事業での顧客の資本工事の抑制が大きく影響した

ことと、羽田空港第２旅客ターミナル南ピアの供用開始に伴う減価償却費の増があり、ほぼ

前年度並みの利益を見込みます。 
2008 年度は成田空港貨物地区（SPOT300 番台）での新規動力設備の稼動、羽田空港旧整

備地区施設保守管理業務の全面受託，Ｍ1・Ｍ2 ビルの保守管理業務受託、フードカート事業

のさらなる拡大により、増収増益基調への復帰を目指します。 
2009 年度は動力事業での大きな増収は見込めないものの、整備事業での資本工事の受託増

とフードカート事業の拡大により増収増益を維持し、2010 年度からの本格的な航空需要の拡

大に備えます。 
また、当社グループは目標とする経営指標として株主資本の投資効率を示すＲＯＥ（株主

資本利益率）を重視し、連結ベースでのＲＯＥは１０％達成を目標としてまいりましたが、

2006 年度のＲＯＥは１０.７％となり目標を達成いたしました。今後ともＲＯＥ１０％以上

を目標として、経営に努めてまいります。 
 
３．経営の戦略 
 
当社グループは中期計画（2007 年度～2009 年度）において既存事業の基盤整備による着

実な収入の拡大と、コスト競争に打ち克つ企業体質への変革を行い、動力・整備事業に続く

付帯事業の軸としてフードカート事業を育成し、より安定した事業体制の確立を目指します。 
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動力事業につきましては国土交通省が推進するエコエアポート構想に沿って当社設備の普

及促進に努めるとともに、将来の需要増や信頼される品質提供のために新規・更新等の設備

投資や低コスト機材の開発も積極的に行い、事業基盤をより一層強固なものにしていきます。  
整備事業につきましては、空港整備拡充計画に沿った新規業務の受託を図るとともに、既

存業務を徹底的に見直し、競争力を強化するための効率化を進めることで、受託業務の堅持

とともに更なる攻めへの転換を行います。 
付帯事業につきましては、フードカート事業に重点的に取り組み、販売体制の強化と新商

品の開発に努め、第３の柱としての確立を目指します。 
 
４．主要事業の重点施策 
 
【動力事業】 

2006 年度に導入した新動力料金体系の特長を生かし、外国社を中心とした潜在需要のあ

る航空会社への使用率の増と、APU 運転時間の短縮による GPU 使用時間の延長を目指し

た営業に力を入れ収益拡大を目指します。さらに、成田空港や羽田空港での設備増強や、

国土交通省の提唱するエコエアポート構想に沿った準幹線空港への展開を進め、事業領域

の拡大を図ります。また、既存設備の更新を進めるとともに、新型航空機への対応を含め

た設備・機材の低コスト化も積極的に行い、事業基盤をより一層強固なものにして行きま

す。  
 
事業領域の拡大 
成田空港貨物・整備地区ならびに羽田空港新国際線旅客ターミナル地区への動力設備の

設置等、空港整備計画に沿った生産設備の増強を推進し将来の需要拡大に備えます。 
 
重点施策 

  ① 基幹事業としての安定収入確保のため、前年度に導入した新動力料金体系の特長を生か

した営業を実施し、供給率の向上と供給時間の延伸を図ります。  
  ② 国土交通省が推進するエコエアポート構想にのっとり、準幹線空港への展開を推進し動

力市場の拡大に努めます。 
  ③ 潜在需要の大きな外国航空会社への販売を促進するため、外国社本国への働きかけを強

化します。 
  ④ 新型機材(A－380，B－787)に対応した供給方式の開発を行います。 
 
【整備事業】 

提案型営業の展開による業務領域の拡大と、空港拡充計画に合わせた新規業務の受託に

積極的に取り組みます。また、設備の老朽化に伴う補修作業等の受託による収益の拡大に

努めます。さらに、部品の調達コストの低減や設備の改修更新工事等の内製化を図り、費

用の削減を図ります。 
 
事業領域の拡大 
羽田空港および成田空港の特殊設備保守管理業務等の新規業務受託に積極的に取り組み

ます。 
 
重点施策 

 ① 羽田空港施設事業部門の全面受託を目指します。  
  ② 顧客の施設管理部門へ積極的に技術者を派遣し、収益の拡大を図ります。  
  ③ 各空港運営会社の経費削減策に対応できる体制を確立します。  
  ④ 特殊設備保守管理業務についての空港外業務の受託拡大に努めます。  
  ⑤ メンテナンスのノウハウと２４時間運営体制の強みを生かした提案型営業を展開します。  
  ⑥ 顧客設備の省エネ化を提案し、環境向上に努めます。 

 
【付帯事業】 

<フードカート事業>  
2006 年度に実施した組織の改正によるフードカートの「販売体制」「生産体制」「メン
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テナンス体制」の強化・充実を図りつつ、顧客の要望を捉えた新商品の開発と既存商品の

改良を行い、魅力のある商品を投入していきます。今後は徹底的なコストセーブと事業体

制を強化し、確実に利益を出せる体質への転換を図ります。  
 
事業領域の拡大 
関係法令の改正(給食補助金の減額)によるクックチルシステム導入の活発化と、カートの

買替え需要の増大を見込み事業の拡大を図ります。 
 
重点施策 

 ① 支社、支店および関連会社を含めた販売体制、メンテナンス体制を構築します。  
  ② 給食事業者および厨房機器メーカーとの連携を強化し新規開拓を目指します。 
  ③ 既存商品のコストダウン，品質向上，機能向上を図ります。 
  ④ 長期的な売上の拡大を目指すため新商品の開発を行います。 
  ⑤ 食品販売部門への展開を図ります。 

 
<技術者派遣事業等>  
設備機器メーカーおよび設計会社とのパートナーシップを強化し、業務の拡大を図ります。 

 
５． 経営基盤の強化 
 
経営基盤の強化を図るため以下の取り組みを行います。 
(1) 技術開発の促進 
 ①Ａ３８０，Ｂ７８７への対応の検討を行います。  

  ②設備機材の開発・改良を通じて積極的に特許を取得します。  
  ③フードカートの新商品の開発と既存商品の改良を行います。 

(2) 営業力の強化 
 ①本社各事業部（セグメント別）は支社・支店との連携をより一層強化し、収益の拡大を

図ります。 
(3) 費用構造の見直し 
 ①設備投資額の低減を図ります。  

  ②設備の維持に効果的な整備計画を立案・実行し、整備維持費の平準化ならびに低減を図  
 ります。 

  ③ランニングコスト低減のためＭＧからＩＮＶへの入れ替えや、関西空港エアコンユニッ 
 トの電気式への転換を計画します。  

  ④部品の調達コストの低減や、設備の改修更新工事の内製化による販売外注費の削減を図 
ります。 

(4) 人材の育成  
 ①団塊の世代の大量退職者に対応した、計画的な後継者の育成を推進します。  

  ②業務上必要な資格の取得を推進します。  
(5) 共通部門  
 ①内部統制システムの構築を行います。  

  ②会計基準変更にともなう対応を行います。  
  ③改善提案を推進します。 

(6) 内部監査制度の充実 
 ①コンプライアンスの徹底、リスクマネージメントの向上を図ります。 
(7) ＩＲの強化 
 ①株主重視の観点から適時・適切な情報開示に努めます。  

   ・情報開示の迅速化と開示内容を充実します。  
   ・ホームページの充実を図ります。  
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６．収支計画(連結) 
                                                (単位：百万円) 

2007 年度 2008 年度 2009 年度  
2006 年度 

(実績)  増減率

(%)  増減率 
(%)  増減率

(%) 
動力事業収入 5,138 5,200 101.2 5,347 102.8 5,357 100.2 
整備事業収入 4,963 4,934 99.4 5,228 106.0 5,417 103.6 
付帯事業収入 1,029 1,319 128.2 1,605 121.7 1,703 106.1 
売上高合計 11,131 11,453 102.9 12,180 106.3 12,477 102.4 
経常利益 855 829 96.9 917 110.6 919 100.2 
当期純利益 483 454 94.0 519 114.3 520 100.2 

 (注) 以上の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 

                                     
７．設備投資計画 
                                        (単位：百万円) 

 2006 年度（実績） 2007 年度 2008 年度 2009 年度 

設備 

投資額 
945 1,094 2,036 1,551 

 羽田動力設備増設 羽田動力設備増設 羽田動力設備増設 羽田動力設備増設 

主な内容 成田動力設備増設 成田動力設備増設 成田動力設備増設 成田動力設備増設 

 神戸空港動力設備新設 準幹線空港動力設備新設 準幹線空港動力設備新設 準幹線空港動力設備新設

 機材の更新・改修等 機材の更新・改修等 機材の更新・改修等 機材の更新・改修等 

 

                                           以 上 
 




